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２月２８日刊行
	農業関係機関・団体の皆さまへ
相続登記の申請　が
義務化 されます !
お知らせしたい５つのこと
【農業関係機関・団体向けリーフ】R03-31 Ａ4判・8頁 定価100円 送料別
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所有者不明土地の解消に向け「発生の予防」と「利用の円滑化」の両面から総合的に見直された法律の概要を紹介。「発生の予防」では不動産登記法の見直しと土地を手放すための制度の創設、「利用の円滑化」では民法の見直しを分かりやすく説明しています。農業関係機関・団体の皆さまにお知らせしたい５つのことも掲載。


主な内容


◆所有者不明土地の解消に向けた主な法律改正


１ 民法の見直し　①相隣関係規定の見直し ②共有制度の見直し ③所有者不明土地・建物管理制度の創設 ④長期間経過後の遺産分割　２ 不動産登記法の見直し①相続登記の申請義務化 ②相続人申告登記の創設 ③氏名・住所等変更登記の申請の義務化 ④所有不動産記録証明制度の創設　３ 相続土地国庫帰属制度の創設


◆お知らせしたい５つのこと








